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I　はじめに

1．背景
現在わが国の食市場は、少子高齢化や人口減少

により年々縮小傾向にある（農林水産省 [7]）。ま
た、食消費の成熟化も指摘されており（下渡 [9]）、
国内の食市場において需要を拡大するのは難しい
状況である。
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Abstract 
The Japanese Ministry of Agriculture, Forestry, and Fisheries has been promoting the export 

of agricultural, forestry, fishery, and food products, with the aim of increasing the export value of 
these products to 5 trillion yen by 2030. However, the export value of the aforementioned products 
is not expected to reach 1 trillion yen in 2020 due to the impact of COVID-19. 

This study aims to quantify the contribution of Japanese agriculture, forestry, fishery, and food 
export promotion to primary industry job creation. We obtain the export value of agriculture, 
forestry, fisheries, and food products from trade statistics using the global classification number of 
export and import products (HS code) and calculate the export value from 2012 to 2019. In addition, 
we recalculate the trade statistics to ensure consistency with the 187 sector classifications in the 
2015 input-output table. 

We use input-output and employment linkage analyses to calculate the economic spillover and job 
creation effects of exports. Our results show that the economic spillover effect is generally high in 
the processed products sector, such as “marine food products,” “other food products,” and “animal 
food products,” with a large effect on “marine fishing” and “wholesale trade.” However, we find that 
the effect is relatively low in the arable farming category. Meanwhile, our results show that the 
employment creation effect is relatively high in the primary industries of “cereals” and “fruit.” We 
also observe some employment creation effect in “other food products,” “sea fishing,” and “retail 
trade.”
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この状況下で、日本の農林水産物・食品の新規
需要創出のために、わが国は海外マーケットの開
拓を進めている。わが国の人口は減少に転じてい
るが世界全体の人口は増加しており、それに伴い
食市場が拡大している。その拡大する食市場にお
いて日本の農林水産物・食品に対する需要を創出
し、海外農林水産物市場において販路を見出すこ
とはわが国の農林水産業の振興に資すると考えら
れる。

産地・地域における農林水産物・食品輸出促進
の具体的なメリットは「農林水産物・食品の新た
な販路の拡大、所得の向上、国内価格下落に対す
るリスクの軽減、海外輸出を通じた国内ブランド
価値の向上、経営に対する意識改革、地域経済の
活性化など」（福田 [1]）があげられる。また国全
体にとっては「生産量増加による食料自給率の向
上、食料安全保障への貢献、我が国の輸出入バラ
ンスの改善、日本食文化の海外への普及」（福田
[1]）があげられる。

2． �政府の農林水産物・食品輸出の取り組みと実
績

農林水産物・食品を輸出するメリットを踏まえ、
政府は農林水産物・食品の輸出促進に精力的に取
り組んできており、2020 年の輸出額 1 兆円の達
成を目標として掲げた。

従来のわが国の農林水産物・食品の輸出金額の
推移を見ると、2012 年の約 4,497 億円から 2019
年には約 9,121 億円まで順調に増加している。こ
の増加には、政府の取り組みに加え円安や世界的
な日本食ブームが寄与していると指摘されている

（清水 [8]）。しかし、2020 年は COVID-19 の影響
もあり農林水産物・食品輸出額は 1 兆円に達しな
い見通しである。

さらに、農林水産省は 2020 年 3 月に「食料・
農業・農村基本計画」を策定し、「農業・農村の
持続性を確保し農業の生産基盤を維持していくた
め」に、農林水産物・食品の輸出を拡大すること
を掲げた。この戦略の目標は、2030 年までに農
林水産物・食品輸出額を 5 兆円に引き上げること
である（農林水産省 [6]）。

3．農林水産物・食品輸出の取り組み
農林水産物・食品輸出促進の取り組みや課題に

関する多くの研究が行われている。
さらに、これらの取り組みが目標に対して適切

な役割を果たしているのか、すなわち、農業・農
村の所得向上という視点で評価をする研究が見ら
れる。例えば、現在政府が公表している農林水産
物・食品の輸出額の増加は大半が加工食品の輸出
によるものであり、またそれらの原材料として輸
入品が多く利用されているため国内の農業への影
響は微々たるものであることが指摘されている

（清水 [8]、福田 [2]、横山 [13]、三島 [4]）。それに
加え、そもそも農林水産物・食品の輸出促進に関
する政策は様々な貿易自由化に対する農業者の批
判を緩和する政治的な狙いが主であったことが示
唆されている（清水 [8]、横山 [13]）。

しかしこれらの評価は、農林水産物・食品の輸
出を促進する政策がどれほど農業・農村の所得の
向上に寄与しているか、国内に及ぶ経済効果等、
定量的に算定した結果を根拠としていない。これ
らは主に農林水産物・食品輸出額の品目別データ
の解釈を根拠としているため、これらの評価には
根拠の曖昧さが残る。根拠となりうる定量的な分
析を行い、そのうえで評価することは今後農林水
産物・食品の輸出についての議論をする上で有益
と考えられる。

4．課題設定
本研究では産業連関分析を用いて、わが国の農

林水産物・食品輸出による国内への経済波及効果
を計測する。それにより、農林水産物・食品輸出
のわが国経済に及ぼす影響を明らかにすることが
できる。すなわち、農林水産物・食品輸出推進の
政策効果を定量的に明らかにすることができる。

さらに、農林水産物・食品の輸出の経済波及効
果を推計する意義として国内農業改革との関係を
指摘することができる。下渡 [9] は、農林水産物・
食品輸出に関わる物流や資材、輸出用品目の輸出
体制構築など、農林水産物・食品の輸出拡大には
国内農業改革が不可欠であるが、それらの結びつ
きが弱いことを指摘している。そしてその一因と
して、輸出による経済への波及効果が示されてい
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農村基本計画」（農林水産省 [6]）では、「農村を
維持し、次の世代に継承していくために、所得と
雇用機会の確保」が必要であると述べられている。
雇用機会の確保、つまり雇用を創出することが重
要なのである。さらに、農林水産物・食品の輸出
によって他産業でも雇用が創出される可能性があ
り、連関構造を通じてどのような部門に雇用効果
が及ぶのかを定量的に明らかにする必要がある。

そのため本研究では、輸出によって生じる経済
波及効果から雇用効果を試算する。

II 統合方法

1．データ
農林水産省が公表する農林水産物・食品の部門

分類とその輸出額は、財務省が公表する普通貿易
統計の部門分類とその輸出額に基づいている。本
研究では、普通貿易統計（統計品目表（輸出））
から部門分類ごとのわが国の輸出額を入手した。
入手した部門数は全体で 6,780 部門であった。農
林水産省が公表する「農林水産物の対象範囲」を
参照すると、「農林水産物・食品」に該当する部
門は 1,113 部門であった。入手したデータの期間
は 2012 年から 2019 年までの 8 年間である。

普通貿易統計の部門分類では、貿易統計（品
目）コード（以下、HS コード）が用いられてい
る。HS コードとは、商品の名称及び分類につ
いての統一システム（Harmonized Commodity 
Description and Coding System）に関する国際
条約（HS 条約）に基づいて定められたコード番
号のことである。HS コードは毎年更新されるの
で一定ではなく、日本では例年約 9,000 程度の
HS コードがある。

2012 年から 2019 年までの農林水産物・食品の
それぞれの年の輸出額を求めるために、HS コー
ドの上 2 桁が同じ数字の部門ごとに集計した。集
計された農林水産物・食品に該当する部門は全部
で 40 部門である。各年の農林水産物・食品輸出
額を表 1 に示す。

なお、本研究では平成 27 年（2015 年）産業連
関表の統合小分類（187 部門）の生産者価格表を
利用した。また、雇用効果を推計するために平成

ないことをあげている。農林水産物・食品輸出の
経済波及効果を示すことは、国内農産物の輸出体
制の構築に寄与すると考えられる。

ところで、農林水産物・食品輸出の経済波及効
果を推定した先行研究として、産業連関分析を用
いた鎌田・吉本 [3] や吉本・近藤 [14] がある。鎌田・
吉本 [3] は、2011 年の北海道とその他都府県の二
地域の地域間産業連関分析により、基本分類レベ
ル（行 509 部門×列 391 部門）で農林水産物・食
品の輸出による経済波及効果を推計している。こ
の分析では、北海道とその他都府県の農林水産物・
食品輸出による波及効果のそれぞれの特徴を明ら
かにしている。また吉本・近藤 [14] は 2005 年の
産業連関表を用いて、基本分類レベルで農林水産
物・食品輸出額が 1 兆円に達した時の生産誘発額
や粗付加価値誘発額、雇用誘発数を試算している。

しかしこれらの研究では、農林水産省が公表す
る「農林水産物・食品輸出額」と、産業連関分析
の中で用いる農林水産物・食品の輸出額が一致し
ない。農林水産物・食品輸出の金額についての議
論は、農林水産省が公表する輸出データに基づい
てなされることが一般的である。そのため、農林
水産省が公表している輸出額に基づいて経済波及
効果を算定するのが妥当であり、そのための輸出
額の整合性の確保が課題となっている。

例えば、農林水産省が公表する 2005 年の農林
水産物・食品輸出額は約 4,008 億円であるが、吉
本・近藤 [14] らは約 3,106 億円と、約 23% 過少の
まま波及効果を算定している。この原因は、農林
水産省が公表するデータの部門分類と総務省が作
成している産業連関表での部門分類が統一されて
いないことにある。ここで生じる現実の額との差
の約 23% は無視できないと考えられる。したがっ
て、農林水産省が公表した農林水産物・食品の輸
出額に基づき経済波及効果を算定することは意義
があると考える。

以上より、本研究では農林水産省が示す農林水
産物・食品の部門分類を産業連関表に再統合し、
農林水産省が公表している輸出額に基づいて輸出
の経済波及効果を試算する。

また、農林水産物・食品の輸出効果を見る上で
雇用の創出も重要な指標である。「食料・農業・
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びに甲殻類」が約 730 億円、「各種の調整食品」
が約 945 億円、「食料、アルコール、食酢」が約
654 億円と大きく増加している。「各種の調整食
品」にはコーヒーや酵母、ソースといった食品が
含まれる。

2019 年の農林水産物・食品輸出額合計に占め
る割合は、「魚並びに甲殻類」が約 18.4％、「肉・
魚調整品」が約 7.6％、「各種の調整食品」が約
17.4％、「穀物、米粉、ベーカリー製品」が約 8.6％、

「食料・アルコール・食酢」部門が約 11.0％と大
きい。

27 年（2015 年）産業連関表から統合小分類（187
部門）の雇用表（生産活動部門別従業者内訳表）
を入手した。

2．わが国の農林水産物・食品の輸出額の推移
表 1 より、わが国の農林水産物・食品輸出額合

計は 2012 年の約 4,497 億円から 2019 年の約 9,121
億円へ増加していることがわかる。ただし、これ
は名目値での金額であることに注意する必要があ
る。

部門ごとに見ると多くの部門で輸出が増加し
ている。2012 年から 2019 年までをみると「魚並

表 1　HSコードに基づく年ごとの農林水産物・食品輸出額

注 1）（1）〜（9）の単位は百万円。（10）の単位は %。
注 2）（1）〜（9）は小数点第一位を四捨五入。（10）は小数点第二位を四捨五入。
注 3）財務省「普通貿易統計　統計品別表」（2012 年～ 2019 年）、農林水産省「農林水産物の対象範囲」を基に著者作成。
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表における部門統合を参照した。その結果、「鉄
屑」部門は「銑鉄・粗鋼」部門へ、「非鉄金属屑」
部門は「非鉄金属製錬・精製」部門へ統合した。

第二に、雇用表と産業連関表との整合性につい
てである。使用する 187 部門の雇用表には 181 部
門しか記載がない。記載のない部門には労働投入
がない。雇用者所得がゼロのためである。

雇用表に記載がない部門は「住宅賃貸料（帰属
家賃）」、「自家輸送（旅客自動車）」、「自家輸送（貨
物自動車）」、「事務用品」である。

統合に当たっては同じく 107 部門の統合を参照
し、「住宅賃貸料（帰属家賃）」は「住宅賃貸料」
へ、「自家輸送（旅客自動車）」は「道路旅客輸送」
へ、「自家輸送（貨物自動車）」は「道路貨物輸送

（自家輸送を除く。）」へ統合した。「事務用品」は
部門統合を参照した統合が出来なかったため、内
容が近いと考えられる「その他の対事業所サービ
ス」へ統合した。

以上の操作により、187 部門であった産業連関
表を 181 部門に集計した。この連関表に基づいて
経済波及効果を求める。

3．輸出データの加工
農林水産省が公表している農林水産物・食品

輸出額は、そのままでは産業連関分析を行えな
い。理由は、農林水産省が公表する農林水産物・
食品輸出額が参照しているデータは普通貿易統計
であり、それと産業連関表では部門の区分が異な
るためである。産業連関表では産業連関表基本分
類コード（以下、IO コード）が用いられている。
IO コードは、国民経済計算と整合性が取れるよ
うに設定されたコードである。また、農林水産省
が公表している「農林水産物・食品」に該当する
産業連関表の部門が IO コードでは不明である。

この問題を解決するためには、普通貿易統計の
部門分類での輸出額のデータを産業連関表の部門
分類に対応させ、再集計する必要がある。

そのため総務省のホームページより、平成 27
年（2015 年）産業連関表 – 貿易統計コード対応
表を入手した。これを基に、貿易統計の輸出額を
連関表と対応させた。

しかし上記の対応表は、分析に用いる 2012 年

III 分析方法

1．産業連関分析について
産業連関分析とは、産業連関表を用いた経済連

関構造の分析方法である。本研究では産業連関分
析を用いて、最終需要の構成要素である輸出の増
加を外生変数とし、経済波及効果と雇用効果の推
計を行う。本分析で用いる基本モデルは家計を内
生化した競争輸入型の産業連関モデルであり、次
式で表される。

(　)=(　　　) − 1𝐼 − (𝐼 − 𝑀̂ )𝐴　−(𝐼 − 𝑀̂ )𝑐
−𝑤 1

Δ𝑋
Δ𝑊

× (　　　)(I − M̂ )ΔFd + ΔE
0 （1）

ここで、X は産出高列ベクトル、W は雇用者所
得合計スカラー、I は単位行列、𝑀̂ は輸入係数を
対角要素に持つ輸入係数行列、A は投入係数行列、
c は消費係数列ベクトル、w は雇用者所得率行ベ
クトル、Fd は国内最終需要列ベクトルから民間
消費支出を除いた列ベクトル、E は輸出列ベクト
ルである。本研究では ΔE を外生的に与え、経済
波及効果として Δ𝑋 を算出する。

また本稿では、経済波及効果をもとに雇用効果
を推計する。そのために雇用係数を求める。2015
年の雇用表において、それぞれの部門ごとの労働
者数を 2015 年の国内産出高で除して雇用係数表
を作成した。これに経済波及効果額を乗じること
により雇用効果を推計する。

2．産業連関表の加工
本研究で使用する 187 部門の産業連関表はその

ままでは各種計算が不可能であり、部門統合を行
う必要がある。その理由は二つある。理由の第一
は、国内生産額が 0 である部門が存在することで
ある。国内生産額が 0 である部門については投入
係数を計算できない。使用する産業連関表の中で
国内生産額が 0 である部門は、「鉄屑」部門と「非
鉄金属屑」部門である。これらの部門を他の部門
に統合し、投入係数行列を計算する。

統合に当たっては平成 27 年（2015 年）産業連
関表より、統合中分類（107 部門）の生産者価格

─ 57 ─



基づいた輸出額から欠落する可能性があり、農林
水産省が公表する輸出額での分析が行えない。そ
こで、IO コードで未対応の HS コードに対して
IO コードを著者が仮定して対応させる。仮定し
て対応させたそれぞれのコードは付表として掲載
する。

以上の操作により、IO コードでの農林水産省
が公表する農林水産物・食品輸出額の推移を作成
した。これを表 2 に示す。

この操作において、普通貿易統計において農林
水産物・食品に分類される部門が IO コードでは
中間投入部門に含まれない「その他」に分類され
る部門が複数存在する注 1）。それらの部門は農林

～ 2019 年のうち 2015 年しか存在しない。産業連
関表は 5 年に一度のみ作成され、上記の対応表も
その年しか作成されていないためである。

一方 HS コードは毎年更新され、そのたびに
HS コードの増減といった変更が発生する。例え
ば 2017 年以降は魚介類では「冷凍のもの」、重機
の分野では「中古品」といったコードが新たに加
わっている。

これにより 2015 年の IO コードと 2012 ～ 2019
年で登場するすべての HS コードを対応させる
と、IO コードが未対応の HS コードが発生する。
この問題により、農林水産物・食品に含まれる
HS コードを持つ生産品の輸出額が IO コードに

表 2　IOコードに基づく農林水産物および食品輸出額の推移

注 1）単位は百万円。
注 2）小数点第 1 位を四捨五入。
注 3）財務省「普通貿易統計　統計品別表」（2012 年～ 2019 年）、総務省等「平成 27 年（2015 年）産業連関表－貿易統計コード対応表」を基に著者作成。
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少している。同品目の経済波及効果は 2015 年以
前では約 799 億円であったが、2015 年以後では
マイナス約 5 億円であった注 3）。

注 2）�これらの値は名目値であり、過大評価し
ている可能性もある。日本銀行の輸出物
価指数の総平均（2015 年基準）を見ると、
2015 年を 100 としたときに 2012 年では約
85.73、2019 年 は 約 93.13 で あ り、2012 年
から 2019 年まで物価指数が約 8.63％増加
している。

注 3）�本分析において、2012 年から 2019 年にか
けて産業連関構造や雇用係数が一定である
と仮定していること、外生的に与える輸出
額は FOB 価格であって生産者価格ではな
いことに留意されたい。

5．輸出額の動向
産業連関表にもとより表示されている輸出額で

はなく、HS コードを用いて作成した輸出額を用
いることの意味及びその正確性を確認する。その
ために、平成 27 年（2015 年）産業連関表におけ
る輸出額と HS コードを参考に作成した 2015 年
の輸出額を比較する。IO コードで部門分類を統
一したのち、部門ごとの輸出額を表 3 に示す。

表 3 では、一部の部門を除いて大半の部門で輸
出額がほぼ一致していることが分かる。しかし、

「紡績糸」や「その他の繊維工業製品」、「その他
の化学最終製品」など、輸出額が大きく違う部門
も存在する。これは、輸出額を計上している部門
の違いに起因する。本研究で用いる産業連関表
の 187 部門は、基本分類の約 500 部門まで、さら
に細かい部門に分けられる。つまり、187 部門で
産業を分けた時に 1 つの部門において、基本分類
での複数の部門がそこに集約されることがある。
コード対応作業にあたっては HS コードを参考に
作成した輸出額は、農林水産省が公表する農林水
産物・食品に該当する部門及びその輸出額のみを
計上した。一方、産業連関表に表示されている輸
出額は、農林水産物・食品に該当しない部門の輸
出額も全て合わせて計上されている。そのため、
農林水産物・食品に該当する部門が統合された部

水産物・食品輸出総額に占める輸出が相対的に大
きくない。そのため、今回の分析に大きく影響を
与えるものではないと考え、輸出列には含めない。
このことから、表 1 と表 2 で各年の農林水産物・
食品輸出総額が若干異なっている。

注 1）�該当する HS コードは「090111000」、
「180100000」、「180200000」、「400110000」、
「400121000」、「400122000」、「400129000」、
「400130000」、「520100000」 で あ り、 こ れ
らはコーヒーやカカオ豆、天然ゴム、実綿
などである。

4．経済効果
本稿でいう経済効果とは、産業連関分析におい

て外生的に与える輸出額の変化（∆E）が産出高、
雇用に及ぼす影響を指す。経済効果を求める場合、
農林水産物・食品輸出の絶対額を変化させる。

表 2 を参照して、農林水産物・食品の輸出額の
増加分（直接輸出効果 ∆E）を求める。その輸出
額の増加が及ぼす家計内生の経済波及効果（∆X）
と、経済波及効果から直接輸出効果を除いた間接
効果、雇用効果（∆L）、それぞれの変化割合（∆X/
∆E,　∆L/∆E）を推計する。∆X/∆E は、輸出額増
加による経済波及効果の割合を表し、この値が大
きいほど、輸出増加額に対して波及効果が大きい
ことがわかる。∆L/∆E は、輸出額増加による雇
用効果の割合（雇用連関効果）を表し、この値が
大きいほど、輸出増加額に対して大きく雇用が増
加することがわかる。ただし、これらの割合は、
その部門だけでなく農林水産物・食品全ての輸出
が増加した場合の割合であり、経済効果の総合的
な影響であることに留意する必要がある。結果は、
2012 年から 2015 年への輸出額の変化の場合と、
2015 年から 2019 年への輸出額の変化の場合のみ
を示す注 2）。

輸出額の変化を 2012 年から 2019 年の中ほどで
ある 2015 年を境に分ける理由は、それぞれの期
間で輸出増加額の構成が変化し、経済波及効果に
違いが生じる可能性があるためである。例えば「水
産食料品」の輸出額は 2015 年以前は約 724 億円
の増加であったが、2015 年以後では約 23 億円減
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円ずれている原因としては、計算過程の有効数字
が関係していると考えられる。

IV 分析結果と考察

1．2012 年から 2015 年にかけての変化
2012 年から 2015 年への輸出額の変化の場合を

表 5 に示した。
直接輸出効果（∆E）について、合計額は約 2,954

億円であり、主にそのうち「水産食料品」が約
724 億円、「海面漁業」が約 310 億円、「めん・パン・
菓子類」が約 316 億円、「その他の食料品」が約
301 億円と、特に大きいことがわかる。このこと
から、1 次産品よりも、付加価値の高い加工食品
が農林水産物・食品の輸出額の増加に貢献してい
ることがわかる。産業連関表の基本分類によると、

「その他の食料品」には「冷凍調理食品」、「レト
ルト食品」、「そう菜・すし・弁当」、「その他の食
料品」が含まれている。この部門は輸出額・輸出
増加額が大きいが、どの部門にも属さない様々な
種類の食品が分類されており、中身を詳細に把握
することは難しい。

間接効果について、合計額は約 5,411 億円で

門の中に、農林水産物・食品に該当しない部門の
輸出額まで含まれ、この違いが生じる。

さらに産業連関表の輸出額データでは、農林水
産省が公表する農林水産物・食品の部門とその輸
出額を把握することが困難であることもわかる。

ところで、今回 HS コードを利用して作成した
農林水産物・食品輸出のデータは、農林水産省が
公表する農林水産物・食品輸出のデータと一致す
るのであろうか。これを検証するために、山田 [12]
が農林水産省の資料を基に作成した 2018 年の農
林水産物・食品の輸出額を利用する。これは、農
林水産省が示す HS コードでの部門別輸出額デー
タを入手できなかったためである。山田 [12] では、
農林水産省から得た資料を基に HS コードでの部
門別輸出額データを作成しているため、代わりに
このデータを参照する。

山田 [12] が示す 2018 年の農林水産物・食品の
輸出額と、HS コードを参考にした 2018 年の輸出
額を比較したものを表 4 に示す。

表 4 では、農林水産省が公表する輸出額データ
と、HS コードを参考に作成した輸出額がほとん
ど一致していることが分かる。「魚並びに甲殻類」、

「動物性又は植物性の油脂」のみ輸出額が約 1 億

表 3　2015 年の輸出額（IOコードで統一）

注 1）単位は百万円。
注 2）表示した品目は、「農林水産物・食品」に該当するものに限定。
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「水産食料品」は、間接効果は大きくないが（約
75 億円）直接輸出効果が大きい（約 724 億円）
ことが特徴である。「海面漁業」は、間接効果（約
245 億円）と直接輸出効果（約 310 億円）の双方
が大きいことが特徴である。「卸売」は、間接効
果（約 429 億円）のみで大きな波及効果を受けて
いる。

雇 用 効 果（∆L） に つ い て、 合 計 人 数 は 約
71,370 人であり、主にそのうち「海面漁業」は約
7,831 人、「穀類」は約 6,747 人、「果実」は約 6,254
人と大きく雇用が増加する。「めん・パン・菓子類」
や「砂糖・油脂・調味料類」など、「穀類」や「果実」
よりも大きな経済波及効果が及ぶ産業は多くある
にもかかわらず、「穀類」や「果実」は雇用がそ
れらの産業よりも大きく増加する。これは「穀類」
や「果実」の雇用係数がそれらの産業よりも大き
いことが原因である。（全産業の雇用係数の平均
が約 0.07 なのに対し、「穀類」の雇用係数は約 0.98、

「果実」の雇用係数は約 0.46 である。）
雇用連関効果（∆L/∆E）では、全体の割合とし

あり、そのうち「畜産」が約 131 億円、「海面漁
業」が約 245 億円、「砂糖・油脂・調味料類」が
約 135 億円と比較的大きい。農林水産物・食品の
輸出が増加する際に、これらの部門の産出が加工
食品部門に投入され、産出高が増加しているため
であると考えられる。しかし、最も間接効果を受
けている部門は「卸売」で約 429 億円である。こ
れは、フードチェーンに多くの卸売業が介入して
いるためと考えられる。それに加え、所得の増え
た家計が他の産業への需要を増やしたことで、卸
売が大きく経済波及効果を受けていることも考え
られる。実際に、消費額を外生変数とする競争輸
入型の産業連関モデルを用いて計算した場合、「卸
売」が受ける経済波及効果の大きさは約 294 億円
であり、家計支出を内生変数にした時に大きく増
加していることが分かる。

経済波及効果（∆X）について、合計額は約 8,365
億円であり、主にそのうち「水産食料品」が約
799 億円、「海面漁業」が約 555 億円、「卸売」が
約 429 億円と特に大きい。

表 4　2018 年の農水産省が示す輸出額とHSコードでの輸出額

注 1）単位は億円。
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きくなる傾向があることに留意するべきである。
実際にこれらの部門は直接輸出効果（∆E）が小
さく、それ以上に波及効果や雇用効果が大きいた
めこのような結果となっている。例えば、「穀類」
の直接輸出額は約 4 億円で経済波及効果は約 69
億円である。これらの部門は加工など主に他の産
業の需要増に伴う波及効果が大きく、かつ他産業

ては約 0.24 であり、主に「穀類」が約 15.5、「いも・
豆類」が約 4.2、「その他の食用作物」が約 2.8 と
大きい。この結果は農林水産物・食品輸出額が全
て同時に増えた場合の効果を表している。よって、
直接輸出効果（∆E）があまり大きくなく、反対
に他の産業の影響を受けて経済波及効果（∆X）
や雇用効果（∆L）を大きい産業が、この値が大

表 5　2012 年から 2015 年にかけての経済波及効果と雇用創出効果

注 1）単位は百万円。
注 2）小数点第 1 位を四捨五入。「輸出に対する雇用変化割合（Δ L/ Δ E）」、「輸出に対する産出額変化割合（Δ X/ Δ E）」は小数点第 3 位を四捨五入。
注 3）「その他」は、影響が小さかった複数の部門を著者が集計した部門。
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では、全体の割合としては約 2.8 であり、主に「穀
類」が約 15.8、「畜産」が約 5.6、「いも・豆類」
が約 5.3 と大きい。「畜産」がここでは大きく影

よりも相対的に労働集約的な産業であるため、大
きく雇用が創出される産業であると考えられる。

輸出に対する経済波及効果の割合（∆X/∆E）

表 6　2015 年から 2019 年にかけての経済波及効果と雇用創出効果

注 1）単位は百万円。
注 2）小数点第 1 位を四捨五入。「輸出に対する雇用変化割合（Δ L/ Δ E）」、「輸出に対する産出額変化割合（Δ X/ Δ E）」は小数点第 3 位を四捨五入。
注 3）「その他」は、影響が小さかった複数の部門を著者が集計した部門。
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約 2,825 人である。また、他の 1 次産業の雇用効
果（∆L）も大きい。これは、2012 年から 2015 年
までの変化の場合と同様、これらの部門が加工品
の部門に比べて労働集約的な産業であることを示
していると考えられる。また、農林水産物・食品
産業以外にも大きく雇用効果を及ぼしていること
から、農林水産物・食品輸出の促進はその部門だ
けではなく、日本の産業全体の雇用にも大きく影
響を及ぼすことがわかる。

雇用連関効果（∆L/∆E）について、全体の割合
としては約 0.24 であり、主に「穀類」が約 6.81、「い
も・豆類」が約 1.86、「非食用作物」が約 1.71 と、
大きな割合で変化する。

輸出に対する経済波及効果の割合（ΔX/ΔE）
では、全体の割合としては約 2.91 であり、「畜産」
が約10.98、「穀類」が約6.92、「非食用作物」が約5.97
と大きい。特に、間接効果の場合と同様、「畜産」
が輸出額に対して間接効果が大きく、その結果大
きく経済波及効果を受けるのが 2015 年から 2019
年までの変化の特徴といえる。

Vおわりに

この論文の目的は、農林水産物・食品の輸出を
農林水産省が公表するデータに基づいて分析し、
経済波及効果と雇用連関効果をそれぞれ明らかに
することであった。

農林水産物・食品輸出に対する経済波及効果の
割合（∆X/∆E）は 2012 年から 2015 年までの変
化の場合で約 2.8 であり、2015 年から 2019 年ま
での変化の場合で約 2.9 であった。また経済波及
効果（ΔX）では、2012 年から 2015 年までは「水
産食料品」が約 799 億円、「海面漁業」が約 555
億円、「卸売」が約 429 億円と大きかった。2015
年から 2019 年までは、「その他の食料品」が約
505 億円、「畜産食料品」が約 302 億円、「酒類」
が約 284 億円と大きかった。これらより、1 次産
業部門へ突出した経済波及効果が及んでいないこ
とがわかる。

また、農林水産物・食品輸出の雇用連関効果
（∆L/∆E）は、2012 年から 2015 年までと 2015 年
から 2019 年までがほとんど同じであり、約 0.24

響を受けるにもかかわらず、雇用の変化割合では
小さな値にとどまっている（約 0.32）ことは、雇
用係数が小さいこと（約 0.06）が原因であると考
えられる。

2．2015 年から 2019 年にかけての変化
2015 年から 2019 年にかけての輸出額の変化を

表 6 に示した。
直接輸出効果（∆E）について、合計額は約 1,670

億円であり、そのうち「その他の食料品」が約
425 億円、「酒類」が約 271 億円、「畜産食料品」
が約 217 億円と、増加額が大きい。全体の増加額
は 2012 年から 2015 年にかけての増加よりも約
1,200 億円程度小さいにもかかわらず、これらの
部門はこの期間の方が輸出の増加額が大きい。こ
れらの大きく増加した部門は加工品であり、やは
り 1 次産品の直接輸出額は相対的に小さいことが
わかる。これら加工品の部門は、農林水産物・食
品輸出額の増加を図る上で、重要な部門であると
いえるだろう。その一方で「果実」は約 39 億円
と伸びが小さく、また「水産食料品」は約 23 億
円減少していることも分かる。

間接効果について、合計額は約 3,183 億円であ
り、そのうち「卸売」が約 252 億円、「住宅賃貸
料」が約 226 億円、「畜産」が約 157 億円と大き
く波及効果を受けている。特に、農林水産物・食
品の中でも「畜産」が受ける影響は格段に大きい。
2015 年から 2019 年は、加工産業から「畜産」へ
の需要が特に多かったと考えられる。

経済波及効果（∆X）について、合計額は約 4,852
億円であり、そのうち「その他の食料品」が約
505 億円、「畜産食料品」が約 302 億円、「酒類」
が約 284 億円と増加額が大きい。これらは、直接
輸出効果（∆E）でも特に額が大きかった部門で
ある。また、他の部門を見てみても加工食品を扱
う部門の産出額が主に大きく増加していることが
わかる。このことから、間接効果を含めても、1
次産業の産出額よりも加工品の産出額が大きく影
響を受けているといえる。

雇 用 効 果（∆L） に つ い て、 合 計 人 数 は 約
40,644 人であり、主にそのうち「穀類」が約 4,852
人、「その他の食料品」が約 3,763 人、「小売」が
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